






















1.『全国自治体アンケー ト調査』 にみるNPO・自治体の協働の事業化 ・制度化 ・システム化
の現状
(以上,本 号)





地方 分権化 の進展,少 子 ・高齢 化 に象徴 され る人口構造 の急 激 な変化 の なか での財政制約,
そ して,住 民 ニ ーズの多様 化 な どを背 景 と して,今 日,地 方公 共 団体(以 下,自 治体)に は,
よ り効 率的で効果 的 な 自治 体経営 のあ りか たが求め られて いる。 こ うした改革領域 は,宮 脇 が
論 じる ように,行 政組織 の経営 を意味す る 「行政経営 」 に とどまらず,地 域 の公 共サ ー ビス提
供 に関す る役割分 担や 資源配分 を意味す る 「地域公 共経営」(regionalpublicmanagement)(宮
脇2003:11)の 領域 に まで及 んでい る。 す なわち,公 共サ ー ビス の提 供 も地 方政府が独 占す
るのでは な く,多 様 な官民 の提 供組織 が分 担す る時代 となってい る。そ こにおい て自治体 の役
割 は,オ ズ ボー ン らが 「漕 ぐの をやめ,舵 取 りに専 念す る」 と主張 す るよ うに,直 接 的 なサー
ビス提 供 か ら,よ り仲 介的 ・触 媒的 な もの に変化 しつつ あ る(OsbornandGaebler,1992)。
一方で ,英 国を例 に とれば,労 働政権下 で 「ロー カル ・ガバ メ ン ト(localgovernment)か
らロー カル ・ガバ ナ ンス(localgovernance)へ」 とい う地方 自治改革 が進展 してい る ように,
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地方政府(ロ ーカル ・ガバメン ト)という公的機関が地域社会の統治の主役を演 じる時代から,
多様 な公的機関や民間組織が地方政府 と連携 しそ統治を行 う 「共治」(c(〉一governance)の時代
に変 化 しつ つ あ る。 ガバ ナ ンス を 自己組 織的 な組 織 間 ネ ッ トワー ク(self-organizing
interorganizationalnetworks)として定義するローズ(Rhodes,1997)によれば,そ のネ ット
ワークのなかには,「政府なき統治」(governancewithoutgovernment)と表現 されるように,
非政府的な行為者(non-stateactors)も含 まれる。非営利組織(以 下,NPO)も この非政府
的な行為者の一翼 を担 う主体 として,ネ ットワークによる統治のなかに位置づけ られる。
こうした 「地域公共経営」や 「地域 ガバナンス」のありかたを考える際のキーワー ドとなる
のが,自 治体 と地域社会の多様 な主体 との 「協働」である。近年,日 本では,特 にNPOとの
協働の促進が,自 治体にとって重要な施策として位置づけられつつある。とはいえ,英 国にお
ける ロー カル ・コンパク トやLSP(地域別戦略的パー トナーシップ)(塚本 ・古川 ・雨宮,
2004:204-205,248)などに象徴 されるパー トナーシップの制度化 と比較すると,日本の 自治
体 とNPOとの間での協働の制度化は依然 として発展途上 といわざるをえない。
しか しなが ら,近年,地 方分権改革が進行するなか,都 市計画マス タープランや地域福祉計
画といった国によって制度化された市民参加の枠を超 え,自 治体独自に,よ り具体的な課題の
解決や住民ニーズの充足 をめざ して,協 働 を予算措置が伴 う事業 として位置づけ(事 業化),
協働の基本理念 ・方針などをルール化 ・条例化(制 度化)す る動きも広が りつつある。自治体
によって格差があるとはいえ,日 本において も協働における事業化 ・制度化の度合いが強 まり
つつあるといえる。
一方で,そ うした協働事業が体系的 ・戦略的な観点から整備 ・促進され,協 働が もたらす具
体的成果や価値について,そ れ らを評価 し検証する仕組みが整備 されているとはいいがたいの
が現状である。すなわち,多 くの場合,協 働 における企画 ・立案,実施 評価のプロセスが体
系的にシステム化 され,戦 略的観点からより有効で効果的な協働の仕組みが構築されるまでに
は至 っていない ように思われる。公共経営的観点か らすれば,PDCAサイクルに象徴 されるよ
うな経営的発想が依然 として未成熟であるといわざるをえない。
また,NPOの側に焦点をあてれば,事 業化 ・制度化はNPOの財政的持続性 を高め,そ の経
営基盤整備に資する側面がある一方で,協 働が 「プリンシパル(本 人)一 工一ジェント(代理
人)」関係のなかで,自 治体による下請け的利用 として機能する場合,NPOの独 自性 ・自立性
が弱め られる可能性もある。 また,事 業の企画 ・実施のプロセスにおけるNPOと自治体 との
間での 目的共有や相互理解,対 等性などを,仕 組みとしていかに保証 していくかも重要 な課題
となっている。そ うした仕組みづ くりにおいては,当 事者間でのルールの設定の他,中 間支援
組織の機能がきわめて重要になると考え られる。
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以上のような課題について考察するために,文 部科学省オープン ・リサーチ ・センター整備
事業の研究助成 を受け,筆 者を研究代表者 とする研究グループが,特 定非営利活動法人NPO
サポー トセンターなどの協力 も得て,2004年12月か ら2005年1月にかけて,全 国の市 と東京
都の特別区のNPO・市民活動担当課(計735自治体)を 対象 とするアンケー ト調査 を実施 した
(回収率51.4%)。その研究成果は,『地域づ くりにおけるNPO・自治体の協働の事業化 ・制度
化 ・システム化の現状に関す る全国 自治体 アンケー ト調査報告書』(以下,『全国自治体 アン
ケー ト調査』)(明治大学経営学研究所2005)として,す でに公表 している。
NPOと自治体 との協働についてはすでに多 くの報告書等が刊行 され,そ の現状や課題につ
いて一定の分析がなされている(特 定非営利活動法人市民 フォー ラム21・NPOセンター
NPOと行政協働研究会,2001;IIHOE,2004;総務省,2005)。しか しなが ら,そ れらの実証
研究における考察の多 くは,報 告書 とい う限界があるとはいえ,協 働やパー トナーシップ,公
共経営についてなされてきた先行研究の成果 を十分踏まえることもなく,事実の記述や施策の
提案のレベルにとどまっている。本稿では,前 述の 『全国 自治体 アンケー ト調査』 によって明
らか となった事実発見と関連 して行 った自治体の協働事業 と中間支援組織 に関する事例研究の
成果 を踏 まえ,組 織論 などの理論的な分析視角 も用いながら,NPOと自治体 との戦略的協働
の可能性 について考察を試みることになる。
1.『全 国 自治体 ア ンケ ー ト調 査』 にみ るNPO・ 自治体 の 協働 の事 業化 ・制 度化 ・
シ ステ ム化 の現 状
ここではまず,『全 国自治体 アンケー ト調査』 の概要 とその調査を通 じて明 らか となった
NPO・自治体の協働の事業化 ・制度化 ・システム化の現状について概観する。
(1)調査研究の視点と方法
本調査のね らいは,地 域づ くりにおけるNPOと自治体との協働の仕組みづ くりに注 目す る
観点か ら,主 にNPO・自治体の協働における事業化 ・制度化 ・システム化の現状 と課題を明
らかにすると同時に,こ れらの異なる主体問の協働の仲介 ・支援等のコーデ ィネー トを専門と
するコーディネーターや中間支援組織の役割に注 目しなが ら,地域づ くりにおける戦略的な協
働の仕組みづ くりに向けた課題を提起するところにある。
わざわざ 「戦略的協働」という概念を用いるのは,協 働事業が,明 確 な理念 を欠いた短期的
な視点か ら,あ るいは行政サイ ドの一方的な行政効率化論的ニーズ(経 費節減策等)か ら実施
されるならば 協働事業 を介 して,む しろNPO活動への行政介入が強ま り,行政下請け的
NPOが増殖 していく可能性があるか らである。そ うした事態を避けるためには,ま ずNPO・
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自治体双方が,長 期的視点から協働事業について明確な目的 ・理念 を共有することが重要 とな
る。そ して,成 果志向の視点から,計 画 ・実施 ・評価のプロセスを体系化 してい く視点が必要
となろう。本調査では,こ のような協働のあ りかたを戦略的協働 とよぶことにする。
このようなね らいから,全 国の 自治体(市 区)を 対象に,協 働の事業化 ・制度化 ・システム
化 と協働のコーディネー ト機能を担 う専門のコーディネーターや中間支援組織の現状に関する
アンケー ト調査を実施 した。
研究の方法は,全 国の市(政 令指定都市 ・中核市を含む)と 東京都の特別区の計735自治体
のNPO・市民活動担 当課を対象 とした郵送 によるアンケー ト調査である。い くつかの 自治体
担当部署への予備調査 も踏まえて,調 査仮説や調査票の設計を行った。調査の方法やアンケー
トの回収状況 などは下記の通 りである。
◆ 実施主体:ア ーバ ン ・コ ミュニ ティプ ラッ トフォーム(明 治大学経営学研究所,
NPOサポー トセンターなど)
◆調査 の目的:地 域づ くりにおける民間非営利組織(NPO)と 自治体 との協働の仕組
みづ くりに注 目する観点か ら,主 にNPO・自治体の協働における事業
化 ・制度化 ・システム化の現状 を明 らかにすると同時に,こ れ ら異なる
主体間の協働の仲介 ・支援等のコーデ ィネー トを専 門とす るコーディ







調査票で使用 された用語についてであるが,ま ず本研究では,「NPO」を,特 に 「特定非営
利活動法人や任意団体 として活動する市民活動団体」に限定 し,本 来NPOに分類 される行政
関与の強い公益法人(社 団 ・財団法人)や 学校法人 ・社会福祉法人や公益性の薄い中間法人な
どは含 まない。 しか しなが ら,自 治体 によって協働の形態は多様であるので,必 要に応 じて,
NPO法人以外の公益法人や住民組織(自 治会 ・町内会 などの地縁組織)と の協働 に関する質
問項 目を設けた。
「協働」 という概念については,「共通の目的の達成のために,自 立 した主体同士が対等な立
NPO・自治体の協働の制度化・システム化の現状と課題一 「戦略的協働」の可能性(上)一 61















場を基本に協力 し合 うこと」として とらえている。自治体 とNPOとの関係でいえば 協働の
手法は,委 託,補 助,共 催,後 援 実行委員会 など多様な形態 をとりうる。
「協働の事業化」については,本 研究では狭い意味で,「協働の取 り組みが,自 治体のなかで
公式 に予算措置を伴 う事業として位置づけられること」 としてとらえている。「協働の制度化」




系 として整備 されてい くこと」 としてとらえている。'
「中間支援組織」については統一 した定義がないので暫定的に,「人材 ・資金 ・情報な どの資
源提供者 ・(行政 ・企業等)とNPOの 仲介役 として,"様々 なNPOへの支援サービスを提供する
ことでNPO.の基盤i整備 を担.うNPO支援組織」 どしてとらえている。'
以下,本 調査結果からみえてきた現状 について考察 したい。
(2)多様な主体 との協働の進犀.』 一
自治体 と異なる主体 との協働事業の実績(NPO以外 との協働 も含む)に っいて,回 答自治
体(378)の87.3%(330団体).が実績有 り,と答えている(図1)。この結果だけか らすれば,・回
答 した自治体のほとんどが何 らかの形で協働にかかわっていることになる。'、
しか しなが ら,回収率51:4%という数字からすれば,回 答.した自治体は、対象 とした全国の
市(政 令指定都市 ・中核市含む),と東京都の特別区(735自治体)の 約半数に過 ぎず,「協働」
に比較的関心のある自治体が回答 したとみることもできる。 したがって,こ の結果だけをもっ
62
総数=330(複数回答)
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て,全 国の自治体が協働事業 に積極的であると評価することは早計であろう。とはいえ,こ の
ように限定つ きであって も,回答 自治体のほとんどが協働事業の実績有 りと回答する現状は,
日本で もNPOの協働が 自治体の施策のなかに位置づけられつつあることの証左 であるといえ
よ う。




と,地 方分権化と相まって,自 治体の政策 ・施 策のなかで住民参加の促進が重要な課題 となっ
ていることなどがあげられよう。一方で,協 働に取 り組む理由として 「効率性向上による経費
削減」(28.8%)も一定の割合 を占めていることからして,自 治体経営的,行 政効率化論的観
点か ら.協働 という政治手法が求められていえるともいえる。 しかしなが ら,「地域経済の活
性化や雇用の促進」(8.8%)を理由としてあげる自治体がかな り少数であることからすれば,
現状では協働事業の経済効果への期待 はそれほど高 くないようである。'
協働を担う主体 も多様である。調査票では,財 団法人 ・社 団法人,社 会福祉法人,社 会福祉
協議会,地 縁:組織 商工会P所 ・青年会議所,特 定非営利活動法人(以 下,1NPO法人),法人
格を持たない市民活動 団体,他 の'自治体や行政機関,民 間企業,学 校 などを選択肢 どしてあげ
たが,NPO法人のみならず,社 会福祉協議会や市民活動団体 などの既存の非営利団体,商工
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など,様 々なレベルに分けて協働事業の実績 をたずねたが,事 業の企画,実 施過程で協働事業
を組むケースが相対的に多 く,政策立案 住民ニーズの調査,事 業評価などでは少ない。特に
実施過程での協働実績が多 く,協働の相手方 としては,市 民活動団体(75.2%)が最 も多 く,
NPO法人(679%),社会福祉協議会(70.0%),商工会議所等(59.7%)がそれに続いている(図
3)。協働事業は事業の企画 ・実施過程,特 に実施過程が中心であ り,政策形成レベルでの協働
はほとんど進んでいないのが現状である。
協働事業の形態 としては,委 託'(86.1%)が最 も多いが,共 催,協 力,補 助 ・助成 もそれと
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い う回答が圧倒的に多い(図7)。なかには,そ もそも 「市内にNPOがない」がない と回答す







地方分権化の促進を背景 とした地方の自己決定権や住民参加の促進 公共サー ビス分野の民営
化 ・外部化の流れが2000年を契機 に加速 したことが協働事業の急増要因としては大 きいとい
える。2000年が 自治体の基本構想 ・基本計画の改訂時期 と重なっていることも関連 している
一NPO・ 自治体の協働の制度化 ・システム化の現状と課題一 「戦略的協働」の可能性(上)一
図.6NPOと協働事業をおこなう理由
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のか もしれ ない。当然'なが ら,.1998年、12月施行の特定非営利活動促進法.(NPO法)による
NPO法人設立め急増 もこの主要な要 因.とみなすことがで きる。
③協働事業の多様性
協働事業で実績のある分野としては,「保健 ・医療 ・福 祉」(5&1%)が最 も多 く,r環境保全」
(50.7%)がそれに続いている(図9)。これは前述 したような公共政策の変化が大 きく関連 し
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域の多様 な課題 に対応 して,協 働事業が拡大 しつつあるとみるとともできる。
NPOとの協働事業の実績のある自治体 に対 して,協 働事業一般に関する問いと同様 「政策
Q立案」「事業の企画」「住民ニーズ等の調査」「事業の実施」「事業の評価」などの異なるレベ
ルに分けて実績 をたずねた。協働事業一般 と同じように,政 策立案 住民ニーズの調査,事 業
評価 な どで協働事業を組むケースは少ない。NPOとの協働の場合 も,や は り事業の企画,実
施過程での協働事業が主である。「事業の企画」では,共 催(35.7%),協力(379%),委託
(37.1%)の割合がほぼ重んでいる ・(図10)。「事業の実施」過程ではデ委託(78.3%)が最 も多
いとい う結果であるが,共催,協 力,補 助 ・助成の形態 も一定の割合 を占めている(図11)。
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NPOとの協働事業の推進にあたっては,首 長など,自 治体 リーダーの方針 も重要である。
「NPOとの協働事業 を促進するに至った要因として最 も多.いのが,「首長の方針」(46.3%)で
あ・り,「NPO・市民参加担当部署の方針」(41.9%)がそれに続いている(図12)。一方で,「NPO
か.らめ提案」(39.0%)を要因 として'あげる自治体 も多い。 自治体主導で協働事業が推進され
ているとはいえ,NPO側からの要請への対応 とい う側面 もあるといえる。
」
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② 協働 事業 の制 度化の現状
%
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・NPOとの協働事業を制度化 という側面からみていきた・い。本調査でいう制度化 とは,「協働
をめぐるルール ・基本方針,条例などが整備されてい くこと」を示す概念 として用いている(社
会学や組織論でいう 「制度化」より.も狭 義の概念)。_・一..
一NPO・ 自治体の協働の制度化・システム化の現状と課題一 「戦略的協働」の可能性(上)一























郷 ていえば・制度化はあまり進んでい斡 のが環状飾 る・指釜+'基聯+の 整備状況に
つい ては,「 ない」 と回答 した 自治体 が55.3%と多 数 を占め,「あ る」 の22.8%を大 きく上回 っ
てい る(図13)gし か し,「検討 中」 とい う自治停 も相 当数(20.4%)にの1まるこ とか らす れば,
制度化が進 んでいる自治体 とそうでない自治体 とのギヤ.ップの大 きさがわかる。条例の整備状
況になると,この傾向はさらに強まり;「ない」 と回答 した自治体が79.6%を占める結果 となつ
ている(「ある」・は7.9%,「検討中」・は10.1%)(図14)。「手引 き ・々 ニユアル」'の整備状況に
ついて もほぼ同様の傾向が見出せ る(図15)。こうした自治体間の格差の背景 には,協 働事業
に取 り組む自治体首長のリーダーシップの差があると推測 しうる。
③協働事業の事業化の現状 ・`・ ・"『'・
協働事業は自治体の経費支出の有無にかかわ らず,自 治体内で事業 として位置づけ られてい
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ることに変わりはない。 しか し,事業の継続性という観点か らすれば,そ の事業が経費支出を
伴 うものなのか否かが,そ の継続性の程度 すなわち事業化をみる目安 となると考えられる。・
調査結果によれば,自 治体め経費支出を伴 う事業がほ とんどであ り,「自治体の経費支出はな
い」(6.6%)と回答した自治体は少数にとどまっている(図16)。このようにNPOとの協働が ・





















体系 として整備 されてい くこと」 を協働のシステム化 としてとらえている。こうしたシステム
化の現状について,調 査では審査基準や方法,評 価基準や評価体制な どの側面か らたずねた。






審査基準 ・体制の現状についてさらに詳 しくみてい きたい。
何 らかの審査基準や審査体制があると回答 した自治体は,「協働事業 どとに基準や審査体制




協働事業の審査基準 については,ま ず 「協働の相手 とLてNPOを審査する際 どの ような
基準で審査 しているか」 という問いに対 して,「専門知識やノウハウの蓄積」(82.2%)が回答
として最 も多 く,「社会性や公益性 に富む活動の実践」(808%)がそれに続いている(図19)。
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協働するNPOの審査基準 としては,NPOの専門性 とその特性である公益性が最 も重視 されて
いるのである。なお法人格の取得を要件 とする自治体はご く少数(82%)であ り,任 意団体
のNPOも協働事業の相手 としてみなされていること黍わかる。次に,「協働するNPOとの協
働事業 を審査す る際 .どのような基準で審査 していますか」 とい う問いに対 しては1「事業の
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いている(図21)。書類審査のみで済 ませる自治体が多いことからすれば,審 査の透明性 ・公
正性という点では課題があるといえよう。
なお協働事業の制度化とシステム化 と'の相関について,制 度化 されている自治体ほど,審査
基準や体制の整備の程度(シ ステム化の程度)も 高い。たとえば,協 働事業に関する条例を整
備 している自治体の場合,何 らかの審査基準や審査体制 を設けている自治体が全体の74.0%を
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占めるのに対 して,条 例のない自治体の場合,20.5%に過ぎない(表1)。当然の結果 ともいえ
るが,協 働事業の制摩化が進むほ ど,システム化も進むといえる。
③評価体制の現状
何 らかの評価基準や評価体制があると回答 した 自治体は,「協働事業 ごとに基準や評価体制
がある」(8.5%),「全庁的な仕組みとしての基準や評価体制がある」(4.8%),「(全庁的な仕組
みに加え)個 別の協働事業ごとにも基準や評価体制がある」(1.1%)を合わせても14.9%に遍
ぎない(図18)。審査基準 ・体制の整備状況以上に,評 価基準 ・体制の整備 は進んでいない と
いえる。 また,審 査の場合 と同様 事業評価について も全庁的な統一 した基準づ くりにまでは
至っていないのが現状 のようである。なお評価の実施時期については,「協働事業の実施後」
(89.7%)がほとんどである(「実施中」は38.5%)(図22)。
協働事業の制度化とシステム化 との相関についてみると,審査基準等の場合 と同様 制度化
が進 むほど,評価基準 ・体制の整備の程度の高い。た とえば,協 働事業に関する条例 を整備 し
ている自治体の場合,・「全庁的な基準や評価体制がある」の222%と「協働事業ごとに基準や
評価体制がある」の11.1%を合わせると何 らかの評価基準 ・体制を設けている自治体が33.3%を
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済みか設置を検討中 ということになる(「いいえ」は42.6%)。制度化状況 と組織体制(シ ステ
ム化)と の関連でみると,協 働事業に関する条例が整備 されている自治体の場合,85.7%が専
管組織等 を設置済みと答えているのに対 して,条 例のない自治体の場合,専 管組織等が設置 さ
れているのは全体の39.2%に過 ぎない(表3)。








現 在 、検 討 中
25.4%
協働事業の組織体制 と関連 して,庁 内連携の現状についてもたずねた。「NPOとの協働にお
ける庁内各関連部署間の連携について,ル ールや体制づ くり,また職員向けマニュアル作成等
をおこなっていますか」 とい う問いに対 して,「はい」 と回答 した自治体がわずかに8.7%,「現
在,検 討 中」(25.4%)を合わせて も34.1%に過 ぎず,・「いいえ」(64.3%)という回答が圧倒的
に多い(図23)。「その他」・の記述欄 でも,「協働 は所管課 ごとに行っているので全庁的な集約







この庁 内連携 をめ ぐる課題 は,協 働事業や協働促進 にあたっての課題 とも関連 しでいる。




法の確立」(38.4%)がそれに続いている。 このように回答の多い方か ら上位6位の なかに,
NPOへの行政職員の理解度の強化や庁内連携の強化 などが含 まれでいるように,組 織体制に
かかわる課題が協働の推進において重要な課題として認識 されていることがわかる。
一NPO・ 自治体の諮働の制度化 ・システム化の現状 と課題一 「戦略 的協 働」の可 能性(上)一77





















⑤公正性 ・対等性の保証の現状・ 一 .・
協働事業の運営において,公 正性や透明性はどめように保証されているのだろうか。
まず審査体制に?い ては,「審査採択 にあたh公 正性や透明性 を確保するために行っている
こと」 という問いに対 して,「提案型 ・公募型の協働事業の実施」(35.E%)が最 も多 く,「外
部の人材を含む審査会の開催」(21,0%)がそれに続いている(図25)。「公開型の審査会の開催」
(162%)『は相対的に少数である。協働事業の公募は行って も,審査会その ものの公開にまで
踏み出す 自治体は必ず しも多 くはないのが現状のようである。
次に評価体制については,.「評価に際 して,公 正性や透明性.を確保するためにどのようなご
一'勘 て く二」ゼ 芝1
・こ為.ユ「∴馳







鰐 瀦 媚 ・5.
∴ 鷹 二1囮1∫拓:… 匿
璽 蟻 嵩∴運.膳 「ノ 認「㍗'厩 雪.7α1
勘瞭 薯聖・1


















78 一 経 営 論 集 一























灘1建 灘 灘 ・5B



















とをお こなっ てい ますか 」・という 問 いに対 しては,「評価 結 果や事業 報告 の公開 」(26.1%)が
.最も多'く,「基準 や評 価方 法 につ い て,協 働 の相 手で あ るNPOを 交 えて検討 」(16.2%),「内












評営'一 ♂ ぺ ・38..
9脚 」16 .5
謬40
「基準や評価方法について,外 部の有識者 を交 えて検討」(8.8%)や「外部の有識者に よる第
三者評価」(7.4%)は相対的に少数である。評価の手法は自己評価 ・内部評価が中心であ り,
第三者評価などの外部評価の導入にはいまだ消極的なのが現状のようである。
さらに,協 働の相手であるNPOとの対等性 の保証の現状について,協 働事業の実施にかか
わる条件 を規定 して文書の作成状況に注 目したずねた。「NPOとの協働事業の実施に際 して,
事業実施に関わる条件等について規定 した文書(契 約書,協 定書,合 意書等)をNPOと 交わ
す場合,該 当するものをお答え ください」という問いに対 して,「自治体で作成 した文書を交




(5)協 働 をコーディネー トする中間支援組織等の現状
本研究は,地 域づ くりにおける戦略的協働の促進にあたっては,協 働事業の評価を含む協働
のシステム化 と並んで,コ ーディネー ト機能を専門的に担 うコーディネー ターや中間支援組織
の整備 ・育成が不可欠であるという仮説に立っている。
こうした観点か ら,市内(区 内)の 中間支援組織の形態についてたずねたが,「中間支援組
織はない」と回答 した自治体が圧倒的に多 く52.6%を占めている(図28)(「わからない」「無
回答」があわせて11.1%)。形態別では,「民設民営」(16.7%),「公設民営」(13.8%),「公設
公営」(9.8%)の順 となっているが,公 設の組織が公設公営 と公設民営 を合わせると23.6%で,
民設組織 を上回っていることがわかる。公設 ・民設組織全体:の約60%が公設組織 とい うこと
になる。すなわち,現 状では中間支援組織(NPO等支援施設)も 行政主導で形成 されている
といえる。 しか しなが ら,そ もそも行政が主導する公設組織 を中間支援組織 と呼べるかは疑問
である。民設民営組織だけを純粋な意味での中間支援組織 とみなせば,依 然 として中間支援組



















織 の設置 は余 り進 んで いないのが窺状 の よう であ る。'・
一 方 で公設公 営の中 間支援 組織 につい ては民営 化の方 向 を打 ち出 している 自治体 も少 な「くな
い。 「公設 公営 の 中間 支援組織 につい て,将 来 的に民営 に移行 す る計画 があ り'ます か」 とい う
問 い に対 して,「3年以 内 に移行 す る」 が37.8%,「1年以内 に移行 す る」が2.7%とな ってお り,
民営 へ の移行 を決めて い る自治体 が40.5%を占めてい る(図29)。「移行 しない」 と回答 した 自
治体 は0%で あ る。 しか し,「わか らない」 という回答 も同数 で40.5%を占めて いる ことか らす
れば,中 間支援 組織の位 置づ けが い まだ不 明確で,方 針 を決め かねて いる 自治体 も多い のが 現
状 であ る。
中 間支援 組織 へ の期待 と して は,'「協働 の コーデ ィ ネー ト」(67.5%)が圧倒 的 に多 く,「情
報提 供」(41.0%),「ネ ッ トワー キ.ング」(29.E%)がそれ に続 いてい る(図30)。 こ う した仲 介
機 能 に比 べ る と,「組 織マ ネ ジメ ン ト能力 向上支援」(22.2%),「人材教 育支援」(22.C%),「企
一NPO・ 自治体の協働の制度化 ・システム化の現状と課題一 「戦略的協働」の可能性(上)一
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協働事業の促進にあたっては,協 働を担う・人材 としてのコーディネー ターの育成が必要にな
ると考えられるOこ のことと関連 して,「協働の コーデ ィネーターを育成するための研修や講
座の実施の有無」`については.「いいえ」が88.1%で,「はい」と回答 した9%を大 きく上 回って
いる。研修や講座 を行 っZい ると回答 した自治体 ,(34件)に,その対象者 をたずねたが,「自
治体内のNPO」(50.0)が最 も多 く,「自治体内の特定部署の職員」(41.2%)がそれに続いて
いる(図31)。中間支援組織 を対象 とする自治体は相対的に少数である。
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(6)指 定管理者制度への対応'.
本研究では,指 定管理者制度の導入状況に関する設問 も設けた。指定管理者制度(2003年9
月の 「地方自治法の一部を改正する法律)施 行により導入)と は,公 の施設の管理運営にかか
わる新 しい制度である。従来の管理委託制度 と指定管理者制度 とめ主な相違点は,①施設の管
理運営主体の範囲が 「法人その他の団体」に大幅 に拡大 される点(従 来は,自 治体の出資法人
等に限定),②従来の 自治体 と管理受託者との関係が公法上の委託契約であるのに対 し,指定




答 した 自治体が,「すでに導入 している」(23.3%)という回答 を上回っている(図32)。しか し,
「すでに導入」に 「今後 導入の予定がある」(378%)を合わせると,導 入済みと導入 に前向
きな自治体が61.1%にものぼることになる。指定管理者制度の導入状況は 自治体によってかな
り格差があるが,制 定指定都市の場合は,77.8%がすでに導入 している(表4)。
指定管理者制度を導入 している自治体のなかで,す でにNPOが指定管理者 として管理運営
している公の施設の有無については,「ない」が71.6%で,「ある」の27.3%を大 きく上回つて
いる(図33)。「指定管理制度」の意義が公共サー ビスの民間開放やアウ.トソーシングの文脈
で語 られることも多いことか らすれば,NPOの特性 を踏まえた協働の1つの手法 としてその制
度が自治体 によって認識 されているかは,こ の調査結果だけでは読み取ることは困難である。
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